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一般会計 補正予算編成の考え方

国の経済対策を踏まえた物価高騰に対する支援
として、「水道料金の基本料金」及び「下水道
使用料の基本使用料」の減免や、これまで通り
の栄養バランスのとれた給食を実施するため
「公立保育所の給食費に係る物価高騰相当分」
の負担などを行うほか、令和7年度歳入歳出予
算全般の決算見込みに基づいた整理を踏まえ、
令和7年度一般会計補正予算（第6号）を編成す
る。

補正予算の規模

補正後予算額補正予算額現在予算額

252,117,572△1,020,630253,138,202

歳入歳出補正予算額

歳出歳入
補正予算額款補正予算額款

△10,932議会費850,000市税
2,055,969総務費300,000配当割交付金

102,984民生費200,000
株式等譲渡所得
割交付金

△63,069衛生費500,000
地方消費税交付
金

△2,568農林水産業費2,035,442地方交付税

△762,997商工費11,323
使用料及び手数
料

△479,081土木費△157,569国庫支出金
△180,227消防費△478,254県支出金

△1,963,575教育費173,654財産収入
△77,134公債費153,415寄付金
360,000諸支出金△137,785繰入金

△988,556諸収入
△3,482,300市債

△1,020,630合 計△1,020,630合 計

（単位︓千円）

（単位︓千円）



主要な補正予算の内容 令和７年度 ２月補正予算

上下水道の基本料金の減免
物価高の影響を踏まえ、上下水道の基本料金を減免することで、
市民の生活や事業者を支援する
‣市民・事業者（官公庁を除く）を対象に、令和８年６月・７月
検針分の「基本料金」を全額減免する
水道事業会計補助金・下水道事業会計補助金︓680,000千円

上下水道料金の減免

3

公立保育所の給食費における食材費高騰への支援
これまで通りの栄養バランスのとれた給食を実施するため、
公立保育所の給食費に係る物価高騰相当分を市が負担する
‣令和７年度の公立保育所の１食あたりの材料費の増加に伴う、
給食費の増加分（232円/食⇒260円/食）を公費で負担する
公立保育所運営事業費︓9,898千円

１食あたり28円増（月額700円増）
の給食費の値上げ分を市が負担

公立保育所給食費の支援



主要な補正予算の内容

信用保証料の補助信用保証料の補助
中小企業者の資金調達を円滑化することにより、企業の設備投資や
新事業分野への進出を促し、地域経済の好循環を図るため、信用保
証料の一部を補助する。
‣兵庫県信用保証協会の保証利用時に保証料の1/4を補助する
※協調支援型特別貸付のみ対象
信用保証料補助金関係事業費︓120,000千円

4

保証料の1/4市が補助
※信用保証協会へ補助

社会福祉施設等に対する一時支援金の給付
福祉施設等の利用者への安定的なサービス等の提供に資するため、
物価高騰の影響を受ける当該施設等に対して一時支援金を支給する
‣特別養護老人ホーム等入所施設、デイサービス等通所施設、訪問
サービス等事業所、教育・保育施設等、民間児童ホーム、母子生活
支援施設を対象に一時金を支給
福祉施設等物価高騰対策支援事業︓164,155千円

社会福祉施設等への一時支援金

支援単価
施設区分に応じて設定
〈入所等〉
4,400円・18,700円・20,000円・22,400円/人

〈通所〉3,700円/人 〈訪問〉13,700円/施設

令和７年度 ２月補正予算



（参考）切れ目のない物価高騰対策 ～「幅広く、そして公平に」 かつ 「スピード」を重視した取組 ～

生活者支援 事業者支援

上下水道の基本料金・基本使用料の減免 予算額 680,000千円

６・７月検針分の上下水道の「基本料金」全額減免

あま咲きコインプレミアムキャンペーンの実施 予算額 4,113,057千円

チャージ還元10％（※アプリの場合）、決済時還元５％

土台となる取組

お米券の配布 予算額 1,841,000千円

 １人当たり3,080円(440円を7枚)のお米券配布
信用保証料の補助 予算額 120,000千円

中小企業の資金繰りの円滑化のため信用保証料の一部を補助

省力化・生産性向上設備
導入支援補助の実施

予算額 110,000千円

 IoT・ロボット等の設備導入経費
の一部を補助

社会福祉施設等への一時
支援金の給付

予算額 164,155千円

安定的なサービス提供体制の
ための支援金を給付

中学校給食における食材費
高騰への支援

予算額 230,268千円

食材費の半額を公費負担
(令和8年度給食費)

令和７年度 ２月補正予算



主要な補正予算の内容

6

現在予算額と比べ、歳入においては地方交付税などが増となり、歳出においては執行差金などにより減と
なる一方で、令和７年度に過大受入となっている国庫補助金や市税などに係る還付等見込額を年度間調整
として財政調整基金に積み立てた結果、収支が19億円改善した。

なお、今回生じた収支剰余により、市債を19億円早期償還する。

（歳入の主なもの）

地方交付税の増

市税の増

地方消費税交付金の増

国庫支出金の減

県支出金の減

市債の減

20.4億円

8.5億円

5.0億円

△ 1.6億円

△ 4.8億円

△ 34.8億円

（歳出の主なもの）

財政調整基金積立金の増

税外収入還付金の増

減債基金積立金の増

小・中学校施設整備事業費の減

12.1億円

10.1億円

5.5億円

△ 15.8億円

9.7億円
物価高騰対応重点支援地方創生
臨時交付金を受けた事業費の増

令和７年度 ２月補正予算



7

補正予算の内訳

一般会計（歳入歳出予算の補正・1億円以上の増減のあるもの）

一 財その他市 債国県
支出金補正額事 業

1,230,824△24,506001,206,318（１）財政調整基金積立金

1,010,0000001,010,000（２）税外収入還付金

514,53235,02600549,558（３）減債基金積立金

189,74100354,635544,376（４）障害者（児）自立支援事業費

99,26200319,145418,407（５）施設型給付費

259,51500100,485360,000（６）水道事業会計補助金

000320,000320,000（７）下水道事業会計補助金

122,533000122,533（８）法人保育施設等特別保育事業等補助金

120,00049900120,499（９）一般廃棄物処理施設整備等基金積立金

000120,000120,000（10）信用保証料補助金関係事業費

0△588△42,000△75,049△117,637（11）市営住宅維持整備事業費

0△36,073△88,7000△124,773（12）有料公園施設整備事業費

△166,3740032,648△133,726（13）電子計算関係事業費

（単位︓千円）

令和７年度 ２月補正予算



8

補正予算の内訳

一 財その他市 債国県
支出金補正額事 業

△157,938008,963△148,975（14）介護保険事業費会計繰出金

△360△156,9000△156,936（15）抽水場整備事業費

△55,3770△56,800△63,164△175,341（16）常光寺難波線道路整備事業費

△234,44200△5,610△240,052（17）教育ＩＣＴ環境整備事業費

000△410,610△410,610（18）定額減税調整給付関係事業費

△77,0490△209,800△138,124△424,973（19）中学校施設整備事業費

△2,36500△463,122△465,487（20）地域介護・福祉空間整備等事業費

0△900,00000△900,000（21）ＳＤＧｓ「あま咲きコイン」推進事業費

△258,1620△594,800△304,000△1,156,962（22）小学校施設整備事業費

（単位︓千円）

令和７年度 ２月補正予算
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補正予算の内訳

一般会計（繰越明許費の補正・追加） （単位︓千円）

一 財その他市 債国県
支出金繰越額事 業

5,8410005,841（１）本庁舎等整備事業

849000849（２）公共施設マネジメント推進事業

9,0150019,82728,842（３）戸籍住民基本台帳事務等関係事業

445006331,078（４）コンビニ交付等市民窓口改善事業

34,0170049,26583,282（５）障害者福祉総合システム等運用事業

00036,00336,003（６）福祉施設等物価高騰対策支援事業

6,9410006,941（７）老人福祉工場施設整備事業

00078,09578,095（８）福祉施設等物価高騰対策支援事業

0007,1567,156（９）福祉施設等物価高騰対策支援事業

00027,00827,008（10）子ども・子育て支援制度システム運用事業

3,843015,000150,745169,588（11）保育環境改善事業

0002,5002,500（12）福祉施設等物価高騰対策支援事業

026,5000026,500（13）青少年いこいの家施設整備事業

令和７年度 ２月補正予算



10

補正予算の内訳

（単位︓千円）

一 財その他市 債国県
支出金繰越額事 業

043,9300043,930（14）保健所維持管理事業

000120,000120,000（15）信用保証料補助金関係事業

000320,000320,000（16）下水道事業会計補助金

3,546041,80045,34390,689（17）道路橋りょう維持管理事業

23,215081,200109,217213,632（18）道路橋りょう新設改良事業

10,26342644,20036,88791,776（19）居心地よく歩きたくなる駅前空間創出事業

2,375021,30023,67447,349（20）（仮称）武庫川周辺阪急新駅関係事業

5,868022,80051,33280,000（21）庄下川都市基盤河川改修事業

19,5000019,50039,000（22）（仮称）武庫川周辺阪急新駅関係事業

7,500007,50015,000（23）空家対策推進事業

23,826034,40038,22596,451（24）園田豊中線道路整備事業

99045,700045,799（25）高等学校施設整備事業

259,51500100,485360,000（26）水道事業会計補助金

令和７年度 ２月補正予算
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補正予算の内訳

一般会計（債務負担行為の補正・変更） （単位︓千円）

一般会計（繰越明許費の補正・変更） （単位︓千円）

補正後補正額補正前事 業
202,40678,035124,371（１）公園整備事業

140,39058,18282,208（２）小田南公園関係事業

補正後補正額補正前事 項
7,400,0002,000,0005,400,000（１）小学校施設整備事業

令和７年度 ２月補正予算
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補正予算の内訳

一般会計（市債の補正・変更）
補正後補正前

起債の目的
限度額限度額
48,70043,200（１）生涯学習プラザ等整備事業費

1,381,3001,377,500（２）道路等整備事業費

（単位︓千円）

一般会計（市債の補正・追加） （単位︓千円）

償還の方法利 率起債の方法限度額起債の目的

借入れの日から据置期間を含め30年以内に半年
賦元金均等その他の方法により償還する。
ただし、財政の都合により繰上げ償還を行い、
償還年限を短縮し、又は利率を高めないで借換
えをすることができるものとし、借入れ先の融
通条件があるときは、これに従うことができる。

5.5％以内
（ただし、利率見直し方式で借り入
れる政府資金及び地方公共団体金融
機構資金について、利率の見直しを
行った後においては、当該見直し後
の利率）

普通賃借又は証券
発行（他の地方公
共団体との共同発
行を含む。）

1,500（１）農業公園整備事業費

令和７年度 ２月補正予算
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補正予算の内訳

調整中

国民健康保険事業費 特別会計（歳入歳出予算の補正） （単位︓千円）

一財その他市 債国県
支出金補正額事 項

000649,225649,225（１）高額療養費

000327,524327,524（２）療養諸費

62,416146,58000208,996（３）諸費

01,105001,105（４）基金積立金

000500500（５）給付諸費

△50,717000△50,717（６）総務管理費

調整中

育英事業費 特別会計（歳入歳出予算の補正） （単位︓千円）

一財その他市 債国県
支出金補正額事 項

03,500003,500（１）基金積立金

令和７年度 ２月補正予算
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補正予算の内訳

調整中

介護保険事業費 特別会計（歳入歳出予算の補正） （単位︓千円）

一財その他市 債国県
支出金補正額事 項

469,562△18,64900450,913（１）諸費

0168,47100168,471（２）基金積立金

△7,96932,648030,63055,309（３）高額介護サービス費

6,159△13,367054,82247,614（４）地域支援事業費

△63,613000△63,613（５）総務管理費

△570,051△125,4800△9,441△704,972（６）介護サービス等諸費

調整中

後期高齢者医療事業費 特別会計（歳入歳出予算の補正） （単位︓千円）

一財その他市 債国県
支出金補正額事 項

△53,226314,63600261,410（１）後期高齢者医療広域連合納付金

△40,16152200△39,639（２）総務管理費

令和７年度 ２月補正予算
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補正予算の内訳

モーターボート競走事業会計（歳入歳出予算の補正） （単位︓千円）

下水道事業会計（歳入歳出予算の補正） （単位︓千円）

一財その他市 債国県
支出金限度額期 間事 項

09,900009,900令和8年度まで（１）水道料金等減免対応に伴うシステム改修業務委託

水道事業会計（債務負担行為の補正・追加） （単位︓千円）

一財その他市 債国県
支出金補正額事 業

50,00000050,000（１）建設改良費

一財その他市 債国県
支出金補正額事 業

04,137,425004,137,425（１）開催費

令和７年度 ２月補正予算




